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第81回定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

（平成28年４月１日から平成29年３月31日）

第81回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類
の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」および計算書類の「株主資本
等変動計算書」「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第16条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.pigment.co.jp）に掲載することにより株主のみなさまに
提供しております。

表紙
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連結株主資本等変動計算書（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本
資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,481,159 1,047,700 8,126,158 △16,076 10,638,942
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △78,526 △78,526
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 691,204 691,204

自 己 株 式 の 取 得 △73 △73
株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純  額 ）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 612,678 △73 612,604
平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,481,159 1,047,700 8,738,836 △16,150 11,251,546

（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株 主 持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平 成 2 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 956,886 △239,139 △350,668 367,078 916,341 11,922,362
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △78,526
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 691,204

自 己 株 式 の 取 得 △73
株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純  額 ）

412,324 △374,449 84,881 122,756 7,620 130,376

連結会計年度中の変動額合計 412,324 △374,449 84,881 122,756 7,620 742,980
平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,369,211 △613,589 △265,786 489,834 923,962 12,665,343

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 1 －
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連結注記表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕
１.　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数は８社でその社名は名古屋ピグメント㈱、Nippon Pigment(S)Pte.Ltd.、東京ピグメント
㈱、大阪ピグメント㈱、ニッピ化成㈱、天津碧美特工程塑料有限公司、Nippon Pigment(M)Sdn.Bhd.、
及びP.T.Nippisun Indonesiaであります。

２.　持分法の適用に関する事項
関連会社に対する投資について持分法を適用した会社は、２社でその社名は、NPK Co., Ltd.及び上海新
素材特種聚合物有限公司であります。

３.　連結子会社の事業年度等に関する事項
国内連結子会社４社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。在外連結子会社４社の事業年度
末日は、それぞれ12月末日でありますが、連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用
し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４.　会計方針に関する事項
(1)  重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの
　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
　移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　デリバティブ
　　　時価法（ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処理を、為替予約について

　は振当処理を採用）
③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

製品
　総平均法
原材料及び貯蔵品
　先入先出法

なお、在外子会社は全てのたな卸資産について先入先出法に基づく低価法を採用しております。
(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産
当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

－ 2 －
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なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として3年間で均等
償却する方法を採用しております。
②　無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

(3)　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計
上しております。

(4)　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により

費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお
ります。

また、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度について
は、退職給付に係る自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計
算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）　ヘッジ会計の処理
　　①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につい
ては振当処理によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっ
ております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘ ッ ジ 手 段 ヘ ッ ジ 対 象
為 替 予 約 外貨建金銭債権
金 利 ス ワ ッ プ 借 入 金 の 利 息

③ヘッジ方針
デリバティブ取引は、業務遂行上、金融商品の取引を行うに当たって抱える可能性のある市場リスク
を適切に管理し、当該リスクの低減を図ることを目的とする場合に限って行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ会計を適用する場合は、「金融商品会計に関する適用指針」により、有効性評価を行っており
ます。

－ 3 －
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（6）　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物
附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当連結会計年度から適用しております。

（役員退職慰労金制度の廃止）
　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、役員退職慰労
金制度の廃止に伴い、平成28年６月29日に開催された定時株主総会において退任取締役および退任監査役に
対する退職慰労金の贈呈と併せて、重任となる取締役に対し、本制度廃止の日までの在任期間に対する退職
慰労金を打ち切り支給することを決議いたしました。
　これにより、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、固定負債「その他」に63,662千円を計上しておりま
す。

〔連結貸借対照表に関する注記〕
１.　担保に供している資産及び担保に係る債務

（1）　担保に供している資産
建物及び構築物 1,511,509千円
機械装置及び運搬具 708,465千円
工具、器具及び備品 38,958千円
土地 3,183,515千円
投資有価証券 279,126千円

計 5,721,574千円
（2）　担保に係る債務

短期借入金 1,053,549千円
長期借入金 1,655,046千円

計 2,708,595千円
なお、上記借入金以外に、根抵当権（極度額3,880,000千円）が設定されております。

２.　有形固定資産の減価償却累計額 22,791,351千円

－ 4 －
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
１.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 15,758,994株
２.　配当に関する事項

（1）　配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基　準　日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会 普通株式 78,526 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

（2）　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
平成29年５月12日開催の取締役会で次のとおり決定しております。
①　配当金の総額 125,639千円
②　１株当たり配当額 8.00円
③　基準日 平成29年３月31日
④　効力発生日 平成29年６月13日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

〔金融商品に関する注記〕
⒈　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、銀行等金融機関からの借入により
資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。ま
た、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動
リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは
内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

２．　金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）
区　　　分 連結貸借対照表計上額

（※） 時　価（※） 差　　額
⑴　現金及び預金 2,233,504 2,233,504 －
⑵　受取手形及び売掛金 7,063,031 7,063,031 －
⑶　投資有価証券

その他有価証券 3,209,876 3,209,876 －
⑷　支払手形及び買掛金 (6,089,612) (6,089,612) －
⑸　短期借入金 (2,797,074) (2,797,074) －
⑹　長期借入金 (3,463,176) (3,515,408) 52,232
⑺　デリバティブ取引 － － －

－ 5 －
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　（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）　現金及び預金、並びに（2）　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（3）　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）　支払手形及び買掛金（設備支払手形を含む）、並びに（5）　短期借入金（１年内返済予定の長期
借入金を除く）これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（6）　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の
対象とされており（下記（7）　参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額
を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算出する方法によっ
ております。

（7）　デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて
いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記（6）　参照）。

（注２）非上場株式及び関連会社株式等（連結貸借対照表計上額　1,372,956千円）は、市場価格がなく、か
つ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、「（3）　投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕
(１）１株当たり純資産額　747円62銭
(２）１株当たり当期純利益　44円01銭

〔重要な後発事象に関する注記〕
(株式併合、単元株式数の変更および定款一部変更）
　当社は、平成29年5月12日開催の取締役会において、平成29年6月29日開催予定の第81回定時株主総会に、
株式併合（10株を1株に併合）、単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）および定款一部変更に係る議
案を付議することを決議いたしました。
　なお、本議案が株主総会において可決承認された場合、株式併合等の効力発生日はいずれも平成29年10月１
日を予定しております。当該株式併合等が当期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当
り情報は以下のとおりとなります。
１株当たり純資産額　7,476円22銭
１株当たり当期純利益　440円11銭

－ 6 －
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株主資本等変動計算書（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金
合 計 利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益 剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金 繰 越 利 益
剰 余 金

平 成2 8年 ４ 月 １ 日 残 高 1,481,159 1,047,700 1,047,700 277,800 301,427 3,870,000 840,155 5,289,382
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △78,526 △78,526
当 期 純 利 益 481,256 481,256
自 己 株 式 の 取 得
固定資産圧縮積立金の取崩 △18,920 18,920 ―
別 途 積 立 金 の 積 立 200,000 △200,000 ―
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △18,920 200,000 221,650 402,729
平 成2 9年 ３ 月3 1日 残 高 1,481,159 1,047,700 1,047,700 277,800 282,506 4,070,000 1,061,805 5,692,112

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平 成2 8年 ４ 月 １ 日 残 高 △16,076 7,802,165 956,605 956,605 8,758,771
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △78,526 △78,526
当 期 純 利 益 481,256 481,256
自 己 株 式 の 取 得 △73 △73 △73
固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―
別 途 積 立 金 の 積 立 ― ―
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 412,333 412,333 412,333

事業年度中の変動額合計 △73 402,656 412,333 412,333 814,989
平 成2 9年 ３ 月3 1日 残 高 △16,150 8,204,821 1,368,938 1,368,938 9,573,760

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

⒈　資産の評価基準及び評価方法
(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

②　その他有価証券
時価のあるもの
　決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定)
時価のないもの
　移動平均法による原価法

(2)　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ

時価法（ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処理を、為替予約については
振当処理を採用）
(3)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

①　製品
　総平均法

②　原材料及び貯蔵品
　先入先出法

２.　固定資産の減価償却の方法
(1)　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並
びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として３年間で均
等償却する方法を採用しております。

(2)　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

３.　引当金の計上基準
(1)　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上し
ております。

(3)　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
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②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法
  過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より費用処理しております。
  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
  退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類
におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（4）　投資損失引当金
　子会社に対する投資に係る将来の損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、必要額を計上
しております。

４.　ヘッジ会計の処理
(1)　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理
によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘ ッ ジ 手 段 ヘ ッ ジ 対 象
為 替 予 約 外貨建金銭債権
金 利 ス ワ ッ プ 借 入 金 の 利 息

(3)　ヘッジ方針
　デリバティブ取引は、業務遂行上、金融商品の取引を行うに当たって抱える可能性のある市場リスクを
適切に管理し、当該リスクの低減を図ることを目的とする場合に限って行っております。

(4)　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ会計を適用する場合は、「金融商品会計に関する実務指針」により、有効性評価を行っておりま
す。

５.　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設
備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。なお、当事業年度の損益に与える
影響は軽微であります。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。
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（役員退職慰労金制度の廃止）
役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、役員退職慰労

金制度の廃止に伴い、平成28年６月29日に開催された定時株主総会において退任取締役および退任監査役に
対する退職慰労金の贈呈と併せて、重任となる取締役に対し、本制度廃止の日までの在任期間に対する退職
慰労金を打ち切り支給することを決議いたしました。

これにより、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、固定負債「その他」に63,662千円を計上しておりま
す。

〔貸借対照表に関する注記〕
(1)　担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
建物及び構築物 928,009千円
機械装置及び運搬具 463,220千円
土地 2,540,887千円
工具、器具及び備品 31,648千円
計 3,963,766千円
投資有価証券 279,126千円

担保に係る債務
短期借入金 100,000千円
一年内返済予定の長期借入金 681,450千円
長期借入金 1,425,600千円
計
なお、上記借入金以外に、根抵当権（極度額
2,490,000千円）が設定されております。

2,207,050千円

(2)　有形固定資産の減価償却累計額 10,638,645千円
(3)　保証債務

下記会社の銀行借入金等について、それぞれ債務保証を行っております。
名古屋ピグメント㈱ 371,545千円
P.T.Nippisun Indonesia 1,110,780千円
天津碧美特工程塑料有限公司 190,312千円
その他 182,216千円
計 1,854,853千円

(4)　関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 103,500千円
短期金銭債務 352,834千円

〔損益計算書に関する注記〕
(1)　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 223,321千円
仕入高 3,255,145千円
営業取引以外の取引による取引高 230,800千円
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〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
(1)　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 54,039株

〔税効果会計に関する注記〕
(1)　繰延税金資産

賞与引当金限度超過額 33,962千円
投資有価証券評価損 34,004千円
役員退職慰労引当金 19,098千円
固定資産評価損 39,147千円
出資金評価損
投資損失引当金

70,114千円
12,975千円

固定資産減損損失 23,355千円
棚卸資産評価損 53,958千円
その他 38,451千円
繰延税金資産小計 325,070千円
評価性引当額 △184,432千円
繰延税金負債との相殺 △19,288千円
繰延税金資産合計 121,349千円

(2)　繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △124,780千円
前払年金費用 △137,070千円
その他有価証券評価差額金 △564,534千円
繰延税金負債小計 △826,385千円
繰延税金資産との相殺 19,288千円
繰延税金負債合計 △807,097千円

差引　繰延税金負債の純額 △685,747千円
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〔関連当事者との取引に関する注記〕

属性 会社等の
名称

議決権等の
所有割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社

名古屋
ピグメント㈱ 100.0

当社製品の製
造委託
役員の兼務

保証債務
（注２） 371,545 － －

Nippon
Pigment(S)
Pte.Ltd.

100.0 技術援助契約
の締結

ロイヤリティー
の受取り（注３) 30,411 － －

天津碧美特工程
塑料有限公司 75.0

技術援助契約
の締結
役員の兼務

保証債務
（注２） 190,312 － －

Nippon
Pigment(M)
Sdn.Bhd.

（注１）95.0 技術援助契約
の締結

ロイヤリティー
の受取り（注３) 44,785 － －

P.T.
Nippisun
Indonesia

（注１）55.2 技術援助契約
の締結

保証債務
（注２） 1,110,780 － －

ロイヤリティー
の受取り（注３) 61,305 － －

（注１）所有割合は、間接所有割合であります。
（注２）保証債務は、各社の銀行借入金及び営業債務について、それぞれの債務を保証しているものであります。

なお、保証料は受領しておりません。
（注３）ロイヤリティーは、技術援助契約に基づき、販売数量に応じて受取っております。
（注４）取引金額には消費税等を含めておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕
(１)１株当たり純資産額　609円60銭
(２)１株当たり当期純利益　30円64銭

〔重要な後発事象に関する注記〕
(株式併合、単元株式数の変更および定款一部変更）
　当社は、平成29年5月12日開催の取締役会において、平成29年6月29日開催予定の第81回定時株主総会に、
株式併合（10株を1株に併合）、単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）および定款一部変更に係る議
案を付議することを決議いたしました。
　なお、本議案が株主総会において可決承認された場合、株式併合等の効力発生日はいずれも平成29年10月１
日を予定しております。当該株式併合等が当期首に行われたと仮定した場合の当事業年度における１株当り情
報は以下のとおりとなります。
１株当たり純資産額　6,096円01銭
１株当たり当期純利益　306円43銭

－ 12 －

個別注記表




